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委託元の意識や理解について

・賃金上昇の価格転嫁は認識されやすいが、公休数増加に対する価格転嫁は、得意先との認識合わせが難しい。

・価格転嫁に関する委託側の姿勢

・委託元の理解が必要

・大企業と呼ばれる企業の意識がいまだ変わっていないように見受けられる。

・労務費は最低賃金の指標を用いることができるが、物価高騰をどう価格転嫁するのかの相互理解が必要だと感じる。

適切な価格転嫁の難しさについて

・委託元が複数ありますので、当調査は記載しづらいです。二次委託先の立場ですので、価格転嫁は難しく、時間がかかります。

・教育訓練に関わる人件費について、委託元から支払いを受けられない場合が多く、受託側の大きな負担となっているので是正が必要で
ある。
・契約単価は市場価格をふまえて決定される仕組みのため労務費とのリンクはない。幸い市場価格が上昇傾向のため労務費の上昇をカ
バーできているが、仮に市場価格が下落した場合に収支の悪化リスクがある。

・最近、再び航空会社によるグランドハンドリング会社の入札が行われるようになってきており、ハンドリング料金について労務費を適
切に転嫁する料金設定が厳しい状況が出てきていることから、過去にあった過剰な価格競争に再び陥る可能性がある。このことから、グ
ランドハンドリング作業員の処遇改善が進まず、職員の確保が難しくなることから、受託キャパシティが広がらない懸念がある。

継続的な価格転嫁の難しさについて

・契約が単年度契約のため⾧期的な処遇改善（施策）につなげにくい

・今後、継続して価格転嫁に応じていただけるかが課題

・機内清掃はビル館内の清掃も兼ねている。機内清掃は総代理店契約に則り、便当たりの工数に応じ支払いとなる為、前後の拘束時間や
欠航はカウントされず、ビル館内の清掃委託費にて調整せざるを得ない状況にある。ビルスタッフが高齢化する中、新規採用がままなら
ないこと、他の清掃業者もビル清掃と機内清掃をパックにして請け負う場合、収益性を伴わず、総代理店契約を踏まえ１００％価格転嫁
を行えたとしても持続可能な環境に無く苦慮している。また他社を含め一程度就航便規模があるため、ビル清掃そのものが疎かになって
いるのが実情。



交渉の⾧期化や難しさについて

・委託元との料金単価交渉⾧期化に伴う、差額精算の遅れによるキャッシュフローの不安

・グループ会社の航空会社に対する価格交渉の厳しさ

・委託費を（抑える）経費として見られている以上、交渉が難しいのが現状

その他

・撤退リスクを伴う受託外航便の補償

・全国の給与単価が異なるためか取引単価も異なる。同じところまで引き上げないと（地方→給料が低い）労働力の確保が年々難しくなる。

・基準給与の引き上げ、臨時手当の増額等、その他労働条件改善ができる契約更新。

・航空会社の中間マージン率

課題認識なし

・取引においては実施しやすい環境になったことを実感できる。

・取引先と定期的に情報共有を行い、適正な取引ができる環境が構築できている。

・全てが受け入れられたわけではないが、妥当な金額に近づいたので妥結した。引き続き来年度も交渉を行い、希望額の達成を目指す。

・双方で確認のうえ適切に実施できている。

適正取引の実現に向けた課題認識以外の意見

・昨今の人件費（休日・賃金）上昇に即した適正なハンドリング手数料の改定を望む。

・採用競争力と価格競争力とのバランスについて、価格競争力にかかわる情報が不足しています。
・世界情勢などを含め、直近の物価高騰や燃料光熱費等の上昇、または最低賃金の引き上げや他企業との競争力を維持向上するにあたり、価格転嫁
（主に人件費）をどの程度まで実施できるか、適正値の判断が難しいと感じる。
・計画された受注量を大幅に下回る需要の場合の対策

・新規受託をするための人員をかかえる余裕がない。
・日本の労働力不足は人口推移から今後ますます加速していく中で、近年の物価上昇に加えて、限られた人財を業界内外で確保しあうために他社との
条件競争で必要人件費は高騰の一途を辿る状況である。外国人材活用や自動化（省力化）の推進はマストの課題だが、一企業としてできることは限ら
れており、国策として業界の活性化（処遇改善・環境改善・魅力発信）を大々的に進めていただく必要があると感じる。
・必要十分な価格転嫁は難しく、他社比で必要な処遇ができず、社員確保がますます難しくなります。
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